
第４期障がい福祉計画　成果目標資料

Ⅰ　福祉施設の入所者の地域生活への移行

項　　目 考え方

平成25年度末時点の入所者数 （Ａ） 627 人 平成25年度末の施設入所者数

目標年度入所者数 （Ｂ） 627 人 平成29年度末時点の利用人員

0 人

0 ％

139 人

22.1691 ％

Ⅱ　地域生活支援拠点の整備

　○基本指針：平成29年度末において、地域生活に移行した者の成果目標を設定。
　   ア　平成29年度末において、平成25年度末時点の施設入所者数の12％以上が地域生活へ移行するこ
　　　 とを基本とし、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定。
　 　イ　平成29年度末において、平成25年度末時点の施設入所者の４％以上を削減することを基本とし、こ
       れまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定。

数　値

【目標値】入所者数削減見込み （Ｃ＝Ａ－Ｂ）
　　　　　　削減率（イ＝Ｃ／Ａ×100）

入所者数にかかる差引減少見込み数

【目標値】地域生活移行者数 （Ｄ）
　　　　　　地域移行率（ア＝Ｄ／Ａ×100）

施設入所からＧＨ等へ移行した者の数

　数値設定にあたっての考え方

◯平成29年度末までに，前期の計画で定めた数値目標の未達成割合10%（63人）と平成２５年度末現在の施設
入所者の12％以上（76人）が地域生活に移行することを目指します。
◯本市における施設入所待機者は，平成25年度末で165人いることから，削減見込みについての目標値の設
定はせず，平成29年度までの3年間においては待機者数の削減を目指します。

【資料４-４】

項　　目

平成29年度末時点での地域生活支援拠点

　○基本指針：平成29年度末までに、各市町村又は各障害福祉圏域に少なくとも１つの拠点を整備すること
                  を基本とし、地域の実情を踏まえて設定。

整備の有無　（いずれかに○）

有　　　・　　　無

　考え方（想定される機能、体制等）

基幹相談支援事業所がコーディネートを行い、別事業所において緊急時の受入れを行うなど，面的整備型（拠
点を設けず，地域において機能を分担する）も含め整備する。



Ⅲ　福祉施設から一般就労への移行等

①　福祉施設から一般就労への移行

項　　目 考え方

平成24年度の一般就労移行者数（Ａ） 61 人
平成24年度において福祉施設を退所し、一般就
労した者の数

123 人

2.01639 倍

②  就労移行支援事業の利用者数

項　　目 考え方

平成25年度末の就労移行支援事業利用者
数（Ａ）

164 人
平成25年度末において就労移行支援事業を利
用した者の数

265 人

【目標値】目標年度の一般就労移行者数
（Ｂ）
　　　　　　目標値＝Ｂ／Ａ

平成29年度において福祉施設を退所し、一般就
労する者の数

　○基本指針：福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、平成29年度中に一般就労に移行
                  する者の成果目標を設定する。
　                  目標の設定にあたっては、平成24年度の一般就労への移行実績の２倍以上とすることを基
                  本として、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定。

数　値

　数値設定にあたっての考え方

平成24年度の一般就労移行者数の２倍以上とする。

　○基本指針：平成29年度末における就労移行支援事業の利用者が、平成25年度末の利用者数の６割以
                  上増加することを目指し、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定。

数　値

【目標値】目標年度の就労移行支援事業の 平成29年度末において就労移行支援事業を利265 人

161.585 ％

③　就労移行率の３割以上の事業所の割合

項　　目 考え方

平成29年度末の就労移行支援事業所の数
（Ａ）

26 箇所
平成29年度末における就労移行支援事業所の
数

平成29年度末の就労移行率３割以上の事業
所の数（Ｂ）

13 箇所
平成29年度末において就労移行率３割以上の
事業所の数

【目標値】目標年度の就労移行率３割以上の
事業所の割合（Ｂ／Ａ）

50 ％
平成29年度末において、就労移行支援事業所
のうち、就労移行率が３割以上の事業所の割合

平成29年度末の就労移行支援事業所⇒平成２４年～26年の伸び率より

【目標値】目標年度の就労移行支援事業の
利用者数（Ｂ＝Ａ×１．６）

平成29年度末において就労移行支援事業を利
用する者の数

　数値設定にあたっての考え方

平成24年度～26年度の利用者数の伸びと、数値目標に掲げる、福祉施設における就労移行支援事業所の割
合を高めていくことを考慮し、見込み量を算出

　○基本指針：平成29年度末において、就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所を全
　　　　　　　　 体の５割以上とすることを目指し、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定。

数　値

　数値設定にあたっての考え方


